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　本論では、組織活動におけるストック領域を、将来に向けた準備領域と捉え、将来時点での収益を
目指した現在時点での支出、あるいは、現在時点での収益に対する将来時点で支出といった、異時点
間での収益を目指した活動群であるとする組織内部ストックモデルを提案する。
　まず、資産の基本属性である将来便益性と、投資・回収の周期運動との類似性から、資産を保存力
と捉え、各種ストックの定義をフローベクトルと比例定数の積とする。次に、将来便益と貸借を軸と
する平面上において、ストックのベクトル表示を行い、ベクトルを辺とする「力の多角形」によって、
資産、資本、負債、利益といったストックファミリーを記述する。
　その上で、「力の多角形」の検証として、電気業界大手６社の貸借対照表から、資本取引領域と損益
取引領域の各々の理論負債量を算出し、実際の負債量との一致性を評価する。
　最後に、時間・収益・貸借の３軸によって構成される空間を用いて、ストックファミリーとフロー
ファミリーの統合した表示を試みる。
In this paper, we assume that the stock of organizational activities is the preparation for the future. and
propose the organizational stock model on the presumption that the stock are activities aim for the profit in
the different time, as the present investment aim for profit in the future, and the present debt make to
repay in the future.
Considering the similarity between future benefit of the asset and periodic motion of investment-return,
we deal with the asset as conservative force, and define the stocks as the products of flow vectors and
proportion constants.  In the plane with "revenue axis" and "debt & credit axis", we represent the stocks
by the force polygon consisted of the stock vectors that are asset, capital, debt and earned surplus.
Furthermore, as a verification of the force polygon, we calculate theoretical debt quantities from the
balance sheets of 6 companies in the electric industry, and compare the actual debt quantities with them.
Finally, we try to show the integrated description of stock and flow families, with the space consisted of
time axis, revenue axis, and debt & credit axis.
ストック、貸借対照表、資本・資産・負債・利益、正弦波周期運動、力の多角形、シナジェティクス
Key words: stock, balance sheet, capital asset debt and earned surplus, sine-wave periodic motion, force
polygon, Synergetics
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Ⅰ　はじめに
　本研究の目的は、組織活動の基本運動を投資
と回収からなる周期運動であると仮定し、組織
内部のフローとストックによって、経営システム
の記述を行ない、市場と組織の共振現象といっ
た概念を導入することで、組織活動の利益と成
長に対して定量的な説明を試みることである。
　既に、第１報の共振モデル（１）では、市場と組
織の関連性のなかで共鳴・共振現象に着目し、市
場速度と組織速度が一致するときに、共振現象
が発生し売上高が伸びるとする、非線形力学を
用いた共振モデルを提示した。
　第２報のフローモデル（２）では、組織を一種の
投資案件と捉え、組織活動の基本運動を投資・回
収とし、それからの派生として、資源管理・財
務・研究開発・生産・販売といった価値連鎖（３）
を想定した上で、投資・回収のフローを正弦波
周期運動で表示し、組織活動の価値連鎖をフ
ローの導関数群として記述するフローモデルを
提示した。
　第３報である本論では、ストックモデル（４）と
して、組織活動のストック領域を将来に向けた
準備領域と捉え、将来時点での収益を目指した
現在時点での支出、あるいは、現在時点での収
益に対する将来時点で支出といった、異時点間
での収益を目指した活動群であると想定する。
その上で、資産の将来便益性と投資・回収の周
期運動との類似性から、資産を保存力と捉え、各
種ストックの定義をフローベクトルと比例定数
の積とする。次に、将来便益と貸借を軸とする
平面上において、ストックのベクトル表示を行
い、ベクトルを辺とする「力の多角形」（５）によっ
て、資産、資本、負債、利益といったストック
ファミリーを記述する。
　本論の構成としては、第２章は、関連研究の
調査として、経済学におけるストックとフロー
の議論や資本理論を調査し、会計学では、資産
の定義、貸借対照表論、資本等式を検討する。さ
らに、シナジェティクスの経営システムへの適
用要件について検討を行う。
　第３章は、ストックモデルの導出として、資
産の基本的属性である将来便益性を、将来時点
での収益を目指した現在時点での支出と捉え、
正弦波周期運動としてモデル化し、エネルギー
の蓄積性から保存力（ばね力）の概念と対応さ
せ、ストックをフローと比例定数の積として定
義する。次に、ストックベクトルに含まれるフ
ローベクトルの方向に着目しこれらを並び替え
ることで、ストックベクトルが力の多角形を構
成していることを導く。
　第４章では、貸借対照表における一時点での
力の多角形を記述するために、将来便益軸と貸
借軸からなる「将来便益・貸借」平面を想定し、
各ストックベクトルの方向を求めた上で、資本
取引と損益取引の２つの領域における力の多角
形を求めていく。
　第５章では、力の多角形の検証として、電気
業界大手６社の貸借対照表から、資本取引領域
と損益取引領域の各々の理論負債量を算出し、
実際の負債量との一致性を評価する。
　第６章では、時間・収益・貸借の３軸によっ
て構成される空間を用いて、ストックファミ
リーとフローファミリーの統合した表示を試みる。
Ⅱ　ストック・投資・資本・資産
　本章では、関連研究の調査として、まず、経
済学におけるストックとフローの議論を調べ、
次いで、会計学の貸借対照表論および資産の定
義を検討し、周期モデルを用いた社会現象の研
究としてシナジェティクスを調査する。
　経済学におけるストックとフローは、市場で
流通する量として認識される場合が多い。ス
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トック市場とはマネーマーケット、株式市場、証
券市場、在庫市場、金融市場、実物資産に対す
る所有権を売買する市場であり、時間的制約を
ほとんど無視できる市場である。一方、フロー
市場とは財サービスの取引が行われ、時間の経
過に伴い推移する市場として想定される（６）。ス
トックと投資フローの関係としては、ストック
は、投資フローによって増加・蓄積するという
関係がある。投資フローは、工場、機械、設備
などをつくることを意味し、毎期当たりの建設
量を示すものである。したがって、投資フロー
はストック量の時間的変化であって、異時点で
のストック量の差を時間で割った量として捉え
られる（７）。
　一方、投資の原資となる資本については、資
本の生産過程における役割や、各経済指標に及
ぼす影響など資本理論の領域であり、多くの研
究 （８）（９）（10）（11）（12）（13）がある。経済学一般では、資
本とは、増殖した余剰価値として将来回収する
ことを意図して提供された一定量の資金、ある
いは、その資金が引当られた資本財や設備財を
指す場合が多い。
　次に、会計学における貸借対照表論、および、
資産の定義を検討する。
　ＦＡＳＢ（Financial Accounting Standards Board
アメリカ財務会計審議会）は、資産を、企業活
動に投下されている価値ある資源のうち、貨幣
的に測定可能であり、企業が所有する財貨また
は権利としており、資産を次のように定義して
いる（14）。すなわち、（１）将来の正味現金収入に貢
献する経済的効用もしくは便益をもたらす能力
があること。（２）その資産を所有している企業の
支配権が及び、他の経済主体からのアクセスが
排除できること。（３）経済的便益を発生させる取
引がすでに発生していること、が要件とされて
いる。
　貸借対照表は、当初「財産一覧表」として、借
方に財産を、貸方に負債と資本を掲載し、それ
らが均衡を示す形式をとりながら、権利あるい
は義務といった法的な観点から規定されていた。
その後、「財務状態を表示する表」として収益状
態との関連を重視しながら財産状態を表示する
ものとして展開された。Schmalenbach （15）は、経
営の動態的表現として、動的貸借対照表を提示
し、損益領域における財の運動を支える「諸力
の貯蔵庫Kräftespeicher」として、貸借対照表を
捉える考え方を打ち出した。
　動力概念の導入を継承したSchär （16）は、財産
学説の基礎をなす　資産－負債＝資本　で表さ
れる資本等式 （17）（Capital Equation）を提示した。
財産法において、利益は期末資本から期首資本
を引いた額であり、資産－負債＝資本＋利益　
のように右辺は期首資本と利益の和になる。一
方、損益法においては、利益は収益から費用を
引いた額であり、資産－負債＝資本＋収益－費
用によって表される（18）。
　周期モデルを用いた社会現象の研究としては、
シナジェティクス（Synergetics）（19）（20）があり、自
然科学から社会科学に至る様々な自己組織化の
形成過程を研究対象として、多くの方法論を採
用しながら研究が進められている。　
　このシナジェティクスを経営システムに適用
する研究としては、Weidlich（21）や、西川・今井・
清水らによるカオス理論やファジー理論が加え
られた研究（22）（23）がある。西川（24）によれば、経
営システムへのシナジェティクス適用の必要条
件としては、以下の４項目が挙げられている。す
なわち、（１）システムを支配するマクロ的な法
則、その過程を流れる媒体に対する法則、シス
テムを構成する論理を十分考察すること。（２）
適用する数学モデルの基本形の検討、システム
構造の特徴、システムの挙動とモデルの動特性
のアナロジー、自律系、システムの自由度など
の検討。（３）同定されるシステムの数学モデルの
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基本形に対する検討。（４）自励発信現象、共振現
象、ヒステリシス現象、カオス特性、カタスト
ロフィー現象などのシステム特有の現象の検討、
である。
　本論では、関連する従来研究の中から、周期
モデルを用いるシナジェティクスの考え方、経
済学のストックやフロー、あるいは、会計学の
力の貯蔵庫といった概念を参考として、組織内
部のストックモデルを議論していく。
Ⅲ　ストックモデル
　本章では、ストックモデルの導出として、ま
ず、ストックの将来便益性を、異時点での収益
を目指した活動と捉えることで正弦波周期運動
としてモデル化し、エネルギーの蓄積性から保
存力（ばね力）の概念と対応させ、ストックを
フローと比例定数の積として定義する。次に、ス
トックベクトルに含まれるフローベクトルの方
向に着目し、これらを並び替えることで、ストッ
クベクトルが力の多角形を構成していることを
導く。
３．１　将来便益性と力の貯蔵庫
　第２章で調査した経済学におけるストックと
フローの議論、会計学における資産の定義、お
よび、動的貸借対照表論から、以下の３項目の
概念を抽出し、これらを組み合わせることで、ス
トックの構成因子のひとつである資産の定義を導
くことにする。すなわち、（ ｉ ）将来便益性、（ｉ）
ストックとフローの異次元性、（ｉｉ）力の貯蔵庫
である。
　（ ｉ ）将来便益性は、資産の属性の中で最も特
徴的なものである。時間軸で捉えるならば、将
来便益性は将来の収益を見据えたものであり、
そのための準備として現在の費用を許容する概
念である。つまり、図１に示すのように、横軸
を時間、縦軸を収益・費用とした時間領域にお
いて、将来便益性は投資フローと同様の正弦波
周期運動であり、将来の時点での回収（Ｂ）を
想定しながら、現在の時点では資産を購入する
（Ａ）といった、異時点での収益を目指した活動
であると考えられる。
図１　将来便益性と正弦波周期運動
　一方、（ｉ）ストックとフローの異次元性によっ
て、資産は、投資フローと同等ではないことが
認識されるが、両者には強い関連性があること
から、投資フローは資産を構成する因子と考え
てよい。このことから、本モデルでは、投資フ
ローX（ ｔ ）と次元をもつ比例定数ｋの積として資
産Fｋを記述する。なお、投資のフローX（ ｔ ）は、
正弦波周期運動X（ ｔ ）＝Ｘｅjωｔによって表される
ことから（２） 、資産Fｋを（１）式で定義する。
資産Fｋ　＝　ｋ・X（ ｔ ）＝　ｋ・Ｘｅ jωｔ （１）
 （ｉｉ）力の貯蔵庫の概念からは、資産は“将来便
益性というポテンシャルエネルギーを保持した
状態”と考えられるから、図２に示すように、ば
ね力、つまり、保存力（25）が生じている状態に対
応する。この状態は、ばね力 F ＝ｋ・ｘによっ
て記述されるので、（１）式と対応させて、将来便
益性を基本属性とする資産を、力（force）であ
ると捉えることにする。なお、比例定数ｋは、ば
ね強さ、あるいは、収益率に相当する。
収益
費用
現在 将来 時間
（Ｂ）
（Ａ）
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また、一般に資本変動は資産変動を伴うので、資
本を構成する因子として、特別利益のフローが
含まれると考えてよい。このことから、特別利
益のフローX（ ｔ ）と次元をもつ比例定数ｍの積と
して資本 Fｍを記述する。特別利益のフローX
（ ｔ ）は正弦波周期運動X（ ｔ ）＝－ω２・Ｘｅjωｔ によっ
て表記されるので、資本Fｍを（２）式で定義する。
なお、･･は時間に関する２階微分（ｄ２／ｄｔ２ ）を表
す。比例定数ｍは配当率に相当する。
資本 Fｍ　＝　ｍ・X（ ｔ ）＝　ｍ・（－ω２Ｘｅ jωｔ）
　　　　　 （２）
　次に、貸借の資金について議論を進める。剰
余金は、将来の支払補填・受取利息のための現
在時点における積立・貸付けといった活動を表
す量であり、負債は、現在の資金調達によって
生じる将来時点での支払い・償還といった活動
を表す量と考えられる。したがって、図４に示
すように、正弦波周期運動によって記述が可能
であり、以下では、このような正弦波周期運動
の視点から、貸借の資金の再定義を行っていく。
図４　余剰金と負債の表示（時間領域）
図２　力の貯蔵庫と将来便益性
　以上のモデル化によって、資産は異時点での
収益を目指した活動であり、力（force）によっ
て記述可能である見通しを得た。次節では、ス
トックという同質性を有する資本、負債、剰余
金について、力（force）を用いた定義を導いて
いく。
３．２　資本、貸借の定式化
　組織活動において、資本は、組織が所有 （26）し
た資金（Ｃ）であるが、継続的に配当金を拠出
する義務を伴うことから将来費用（Ｄ）（27）と見な
され、将来便益と反対の性質をもつ。正弦波周
期運動としてみるならば、位相が180°進んだ状
態であることがわかる。図３は、資産と資本の
このような性質を整理したものである。
図３　資産と資本の表示（時間領域）
資産F  ＝ｋ・ｘ
投
資
ｘ
回
収
ｘ
（Ａ）
（Ｂ）収益
費用
現在 将来 時間
Ｘｅ jωｔ
（Ｃ）
（Ｄ）
収益
費用
現在 将来 時間
－ω２Ｘｅ jωｔ
（Ｅ）
（Ｆ）
収益
費用
現在 将来 時間
ｊωＸｅ jωｔ
（Ｇ）
（Ｈ）
収益
費用
現在 将来 時間
─Ｘｅ jωｔ１ｊω
資　産 剰  余  金
資　本 負　債
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‥
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　剰余金は、利益の概念（28）であり資本とは区別
される。内訳としては、法定準備金や積立金で
あり自己金融的貸付金の性格があり、現時点で
の資金の使用（Ｅ）を将来時点に繰延べる活動
（Ｆ）と考えられる。投融資は営業外収益の領域
に対応するので、ストックである剰余金Fｃを、
営業外収益のフローX（ ｔ ）と次元をもつ比例定数
ｃの積で記述する。営業外収益のフローX（ ｔ ）は
正弦波周期運動X（ ｔ ）＝ ｊω・Ｘｅｊωｔ によって表
わされるので、剰余金 F ｃを（３）式で定義する。
なお、・は１階微分（ｄ／ｄｔ）を表す。比例定
数ｃは受取利子率に相当する。
剰余金Fｃ　＝　ｃ・ X（ ｔ ）＝　ｃ・jωＸｅｊωｔ　（３）
　負債は、すでに発生した取引（Ｇ）に基づい
て将来のある時点で現金等を支払う義務（Ｈ）で
あり、剰余金とは反対の性質であるから、位相
が180°遅れた状態である。主に売上高総利益の
領域で発生するから、ストックである負債Fｄ
を、売上高総利益のフロー∫X（ ｔ ）ｄｔと次元を
もつ比例定数ｄの積で記述可能である。売上高
総利益のフロー∫X（ ｔ ）ｄｔは正弦波周期運動∫
X（ ｔ ）ｄｔ＝ （１／ｊω）・Ｘｅｊωｔ  によって表され
るので、負債 F ｄを（４）式で定義する。なお、積
分は不定積分とし、積分定数ｃ＝０とした。比
例定数ｄは支払利子率に相当する。
負債 F ｄ　＝　ｄ・∫X（ ｔ ）ｄｔ
　　　　＝　ｄ・（１／ｊω）Ｘｅｊωｔ    　　　　（４）
３．３　ストックファミリーのベクトル表示
　上記の議論から、各ストックは力の次元では
同等であり、各フローと次元をもつ比例定数の
積によって構成されるベクトル群であると考え
られる。これらを以降、ストックファミリー
（Stock Family、資産群）と呼ぶことにする。表１
は、以上の関係を整理したものである。
　フローファミリーは、資源管理・財務・研究
開発・生産・販売といった価値連鎖の組織活動
を表すフローであり、図５に示すように、複素
平面上では位相差をもつベクトル群として表記
される（２）。資産と資本に含まれるフローは、X（ ｔ ）
と－ω２X（ ｔ ）によって表示され、位相が180°
ずれた反対方向のベクトルである。同様に、剰
余金と負債に含まれるフローは、jωX（ ｔ ）と（１
／ jω）X（ ｔ ）によって表示される反対方向のベク
トルである。
表１　ストックファミリー と フローファミリー
ストックベクトル ストックベクトルに含まれるフローベクトル
資本力
剰余金力
資産力
（将来便益）
負債力
Fｍ ＝ｍ・ ─ X（ ｔ ）
Fｃ ＝ｃ・─ X（ ｔ ）
Fｋ ＝ｋ・X（ ｔ ）
Fｄ ＝ ｄ・∫X（ ｔ ）ｄｔ
特別利益のフロー
営業外収益の
フロー
営業利益のフロー
（投資・回収）
売上高総利益の
フロー
  ─ X（ ｔ ）＝ （ jω）２・Ｘｅjωｔ　
　
    ─X（ ｔ ）＝  jω ・Ｘｅjωｔ
　
　   X（ ｔ ）＝  Ｘｅjωｔ
　
∫X（ ｔ ）ｄｔ＝ ─・Ｘｅjωｔ
ｄ
ｄｔ
ｄ２
ｄｔ２
１
jω
ｄ
ｄｔ
ｄ２
ｄｔ２
・
・
・
・
－ 87－
経営・情報研究No. 6（2002）
　ストックファミリーは、上記のフローファミ
リーに比例定数を乗じたものであるから、いま
求めようとするストックファミリーのベクトル
の方向は、フローファミリーのベクトルの方向
と同一である（29） 。
　図６は、ストックファミリーのベクトルの終
点に、次のベクトルの始点を合わせて図示した
ものである。この図示によって、ストックファ
ミリーは、力を表すベクトルを辺とする閉じた
多角形で表わされることがわかる。一般に、閉
じた多角形は力のつりあい状態を意味し、力の
つりあいが崩れると系は移動を始めることから、
特定のビジネス領域で組織活動が継続される状
態は、力の多角形が閉じた状態、すなわち、力
のつりあいが成立した状態であると考えてよい。
Ⅳ　貸借対照表のベクトル表示
　前章では、ストックおける資産・資本の対と、
剰余金・負債の対を導いた上で、これらを時間
軸で結びつけた力の多角形を想定した。この章
では、貸借対照表における一時点での力の多角
形を記述するために、将来便益軸と貸借軸から
なる「将来便益・貸借」平面を想定し、各ストッ
クのベクトルの方向を求めた上で、資本取引と
損益取引の２つの領域における力の多角形を求
めていく。
４．１　貸借対照表のベクトル表示
　ストックの主要な属性の中で、時間以外のも
のとして、将来便益性と貸借が挙げられる。こ
図５　フローファミリーのベクトル表示
図６　ストックファミリーのベクトル表示
資本力Fｍ＝－ｍ・ω２ X（ｔ）
資産力 F ｋ＝ｋ・X（ｔ）
負債力 Fｄ＝ｄ・ ─ X（ｔ）
１
jω
剰余金力 Fｃ＝ｃ・jω X（ｔ）
ｙ�
ｘ�
X（ｔ）�
X（ｔ）�
ωｔ�
－ω２X（ｔ）�
jωX（ｔ）�
jω�
１�
π／２�
π／２�
π／２�
営業外利益の�
フロー�
特別利益の�
フロー�
営業利益のフロー�
（投資・回収）�
売上高総利益の�
フロー�
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こでは、これら２つの属性からなる「将来便益・
貸借」平面の定義を行う。
　まず、平面を構成する２軸の性質として、将
来便益軸（ｙ軸）については、将来便益を正方
向｛ｙ；＋｝、将来費用を負方向｛ｙ；－｝とし、
収益不確定を中立｛ｙ；±｝とする性質を与え
る。また、貸借軸（ｘ軸）については、貸付を
正方向｛ｘ;＋｝、借入を負方向｛ｘ；－｝とし、
所有を中立｛ｘ；±｝とする。
　これらから、ストックベクトルの方向を再定
義するならば、資産は将来収益が見込まれる所
有財産であるから｛ｙ；＋、ｘ；±｝であり、資
本は将来に渡って資本コストである配当金を拠
出する所有財産であるから｛ｙ；－、ｘ；±｝と
なり、剰余金は準備金・積立金であり、収益不
確定な自己貸付金であるから｛ｙ；±、ｘ；＋｝
である。負債は将来の償還が確定している借入
金であるから｛ｙ；－、ｘ；－｝となる。
　表２は、このような方向成分によって、ストッ
クファミリーを再記述したものである。
表２　ストックファミリーの方向
図７は、表２の関係を図示したもので、「将来便
益・貸借」平面における力の多角形を示したも
のである。これによって、貸借対照表における
ストック
ファミリーの種類
将来便益軸
（ｙ軸）
賃　借　軸
（ｘ軸）
　
ベクトル表示
資　産
資　本
剰余金
負　債
＋　将来収益　
－　将来費用　
±　収益不確定
－　償還　　　
±　所有
±　所有
＋　貸付
－　借入
↑
↓
→
↓
ストックファミリーを、力の多角形として記述
することが可能になる。
図７　「将来便益・賃借」平面上でのストックファミリー
資
産�
資
本�
剰余金�
将来便益軸�
負債�
貸付→�
費
用
↓�
←借入�
↑
収
益�
賃借軸�
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４．２　資本取引と損益取引
　一般に、企業に投下された資本と、営業活動
によって獲得した利益は、資本維持の観点から
峻別されることが必要とされている（30）。した
がって、以降では、資本取引領域と損益取引領
域に区分して力の多角形の議論を行う。
　まず、資本取引と損益取引の定義であるが、資
本取引とは株式の発行、原資、合併などの資本
の増額や移転に関する取引であり、損益取引と
は、期間損益、期間外損益を問わず、費用と収
益の派生に関する取引である。
　このことを、力の多角形を構成するストック
ファミリーにあてはめるならば、資本取引の領
域では、ストックである「資産」は固定資産が
対応し、「資本」には資本金が、「剰余金」には
資本取引から生じた剰余金のうち資本に組み込
まれない金額である資本準備金が対応する。ま
た「負債」には固定負債が対応する。
　一方、損益取引の領域では、「資産」には流動
資産が対応し、「資本」には事業活動の利益の累
積に相当する利益準備金および任意積立金が、
「剰余金」には当期未処分利益が対応する。また
「負債」には流動負債が対応する。
　表３は、資本取引と損益取引を区別した場合
のストックファミリーを示したものである。
表３　資本取引と損益取引におけるストックファミリー
ストック
ファミリーの種類
　
資本取引
　
損益取引
　
ベクトル表示
資　産
資　本
剰余金
負　債
固定資産
資  本  金
資本準備金
固定負債
流動資産
利益準備金／任意積立金
当期未処分利益
流動負債
↑
↓
→
↓
ストックファミリーのベクトル表示は、図８のように、２つの力の多角形となる。
固
定
資
産�
資
本
金�
資本準備金�
（ａ）資本取引領域�
固定負債�
流
動
資
産�
利
益
準
備
金�
任
意
積
立
金�
当期未処分利益�
（ｂ）損益取引領域�
流動負債�
図８　資本取引と損益取引におけるストックファミリー
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Ⅴ　計算値と企業データの一致性
　この章では、力の多角形の検証として、電気
業界大手６社の貸借対照表から、資本取引領域
と損益取引領域のそれぞれの理論負債量を算出
し、実際の負債量との一致性を評価する。
５．１　計算の方法
　ここでは、各ストックの時間位相に関して、複
数の事業を擁する大企業では、各事業のストッ
ク・ファミリーが合算され均衡した数値が貸借
対照表に表れるという仮定をとり、位相の影響
を省略して考えることにする。
　方法としては、図８に示した力の多角形のス
トックベクトルから、幾何学的に、固定負債と
流動負債の金額を求めていく。
　まず、力の多角形の各ストックベクトルを用
いて、図９に示すように、資本取引領域では、（固
定負債）を長辺とし（固定資産－資本金）と（資
本準備金）を残りの２辺とする３角形を想定し、
損益取引領域では、（流動負債）を長辺とし（流
動資産－利益準備金－任意積立金）と（当期未
処分利益）を残りの２辺とする３角形を想定す
る。
資本準備金�
（ａ）資本取引領域�
固定負債�
資本金�
固定資産�
当期未処分利益�
（ｂ）損益取引領域�
流動負債�
利益準備金、�
任意積立金�
流動資産�
図９　理論負債量の算出
　次に、３角形を構成する３辺のうち、２辺が
既知であれば、残りの１辺は一意に求められる
ことを利用し、斜辺の長さ、すなわち、理論負
債量を次式によって定義する。
理論固定負債量２
　＝（固定資産－資本金）２ ＋資本準備金２
（５）
理論流動負債量２
　＝（流動資産－利益準備金－任意積立金）２　　
　　　　　　　　   　　＋当期未処分利益２ （６）
　（５）式、（６）式による実際のデータ分析では、
表４に挙げる資本取引領域と損益取引領域のそ
れぞれの費目を用いて、理論負債量を求めてい
く。
　なお、計算で用いる費目は、組織活動の中核
的な活動を表す費目のみを扱うこととし、支援
的な活動を表す費目は扱わないこととする。
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５．２　計算結果と評価
　以上の計算方法によって、電気業界大手６社
の貸借対照表から、資本取引領域と損益取引領
域のそれぞれの理論負債量を算出し、実際の負
債量との比を求めた。
　図10（ａ）～（ｆ）は、 84年から 96年までの資本
取引領域についての、（固定負債／理論固定負債
量）である。図中の○印は、１兆円以上の大規
模な社債を発行した年であることを示す。社債
の発行により、一旦、（固定負債／理論固定負債
量）が上昇し、翌年以降の資産への計上が促さ
れるによって、同比が1.0付近に戻ってくる傾向
がある。
　図 11（ａ）～（ｆ）は、84年から 96年までの損益
取引領域での、（流動負債／理論流動負債量）あ
る。損益取引領域での資産や負債は１年以内に
他の形態に変わるものであり、資本取引領域の
ようなタイムラグがないため、各社とも同比は
1.2～ 0.8の範囲に安定している。
　以上の分析結果では、資本取引領域と損益取
引領域のそれぞれで、（負債／理論負債量）がほ
ぼ1.0近傍にあることから、本モデルの妥当性に
ついて目処を得たと考える。
表４　計算で用いる賃借対照表のデータ
ストック
ファミリーの種類
　
資　本　取　引
資　産
資　本
剰余金
負　債
有形固定資産、無形固定資産
　（投資有価証券、長期貸付金、
　貸倒引当金は含めない）
資本金
資本準備金
社債、長期借入金
　（退職者引当金、その他長期引当
　金は含めない）
　
損　益　取　引
流動資産
利益準備金、その他諸任意積立金
当期末処分利益
流動負債
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量
�
図10 －（ａ）　固定負債推移（日立）�
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図11－（ａ）　流動負債推移（日立）�
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図10 －（ｂ）　固定負債推移（三菱）�
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図11－（ｂ）　流動負債推移（三菱）�
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図10 －（ｃ）　固定負債推移（ＮＥＣ）�
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図11－（ｃ）　流動負債推移（ＮＥＣ）�
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図10 －（ｄ）　固定負債推移（ＳＯＮＹ）�
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図11－（ｄ）　流動負債推移（ＳＯＮＹ）�
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Ⅵ　考察（ストックとフローの関係）
　ここでは、ストックとフローの統合の考察とし
て、時間・収益・貸借の３軸によって構成される
空間において、各組織活動の関係性を議論する。
　収益軸からストックとフローの類似点を見る
と、正弦波周期運動が共通した性質であること
がわかる。ストックの周期運動の前半部は将来
便益性であり、将来の収益を見据えながら現在
の費用を許容する状態である。一方、フローの
周期運動の前半部は、収益が発生する以前の費
用が優勢な状態であり、資産の将来便益と投資・
回収フローは、同一の収益軸で記述可能である。
　時間軸からストックファミリーを見ると、資
産と資本の対（ペア）、および、剰余金と負債の
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図10 －（ｅ）　固定負債推移（東芝）�
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図11－（ｅ）　流動負債推移（東芝）�
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図10 －（ｆ）　固定負債推移（富士通）�
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図11－（ｆ）　流動負債推移（富士通）�
対は、正弦波周期運動の位相が180°進んだ、あ
るいは、180°遅れた関係であり、反対方向のベ
ルトルであることがわかる。このことは、位相
の進み遅れによって表示することの有効性を示
すとともに、ストックファミリーがフローファ
ミリーを構成因子として含み、フローファミ
リーの位相の進み遅れ（価値連鎖）という性質
を受け継いだものと考えられる。
　一方、貸借軸からストックファミリーを見る
と、負債は借入の負方向として表され、剰余金
は自己金融的貸付金であり正方向として表すこ
とができるが、資本や資産の属性である所有は
貸借軸では中立となる。
　表５は、収益・時間・貸借の３軸と、ストッ
ク・フローの関係性をまとめたものである。
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　図12、図13は、フローファミリーとストック
ファミリーに関する上述の考察を、収益・時間・
貸借の３軸による空間を用いて図示したもので
ある。図12は資本取引の領域を、図13は損益取
引の領域を表す。資本取引と損益取引の差異と
しては、資産と負債で見られるワンイヤールー
ルや、買掛金などの流動負債は売上高に対応す
ることから、時間軸の問題として捉え直し、資
本取引に対し遅れ位相として表される。
　資本取引の領域では、固定資産と投資フロー
が同位相・同方向となり、それを基準として、フ
　
表５　収益・時間・貸借の３軸と、ストック・フローの関係
ストック
フロー　
正弦波周期運動
（将来便益性）
位相
（異時点取引）
貸借・所有
正弦波周期運動
（投資回収）
位相
（価値連鎖）
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
収益軸 時間軸 賃借軸
ローファミリーが収益軸と時間軸の平面で派生
する様子が記述される。また、ストックファミ
リーは固定資産を基準とし、各フローの時間的
位相に対応すると同時に、収益・貸借の平面上
で力の多角形を構成する。
　この図示から、フロー領域である価値連鎖に
は、将来便益や貸借の正負（31）に相当するストッ
ク領域の組織活動が不可分に結びついており、
また、価値連鎖の過程において、それらはつり
あいを保ちながら、常に変動している様子を把
握することができる。
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図12　資本取引のストックファミリーとフローファミリー
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Ⅶ　 結論
　本論では、組織活動におけるストック領域を
将来に向けた準備領域と捉え、将来便益や貸借
を異時点での収益を目指した活動群であるとし、
投資回収フローの周期運動との類似性から、資
産を保存力と捉え、ストックをフローベクトル
と比例定数の積として定義した。
　また、将来便益と貸借を軸とする平面上にお
いて、ストックのベクトル表示を行い、ベクト
ルを辺とする力の多角形によって、資産、資本、
負債、利益といったストックファミリーを記述
することの可能性を示した。
　力の多角形の検証として、電気業界大手６社
の貸借対照表から、資本取引領域と損益取引領
域のそれぞれの理論負債量を算出し、実際の
データと一致性を有すること確認した。これに
より、本モデルの妥当性についての目処を得た。
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な区別を与えている。
著者プロフィール
三浦　吉孝（みうらよしたか）
1960年生まれ。北海道出身。
北海道大学工学部精密工学科卒。
日産自動車（株）パワートレイン技術開発試作部。
日本経営システム学会、経営情報学会会員。
多摩大学院博士課程。
